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山口市では、まちづくりの基本的な進め方として、「市民と行政の協働によるまちづ

くり」を推進することとしています。平成２１年４月にその基本的なルールを定めた

「山口市協働のまちづくり条例」を施行し、あわせて条例の理念（市民の参加と協働

によるまちづくり）を着実に進めるために、具体的な取り組みを示した「山口市協働

推進プラン」を策定しました。

「山口市協働推進プラン」の計画期間は、山口市総合計画との整合性を図り、平成

２１年（２００９年）度から平成２９年（２０１７年）度までの９年間とし、具体的

な取り組みを定めた年度別の実行計画は平成２４年度まで（前期）、以降（後期）につ

いては状況を踏まえながら見直す（改訂版を策定する）こととしていました。

これまでの取り組み状況については、市内２１地域において、地域づくりの中心と

なる地域づくり協議会が設置され、地域づくり交付金を活用しながら、地域の個性を

活かした魅力ある取り組みが数多く実施されるなど、山口市協働推進プランの各施策

の実施により、協働によるまちづくりは着実に進んでいます。

この改訂版では、これまでの進捗状況にあわせて「第１編：本編」を一部改訂する

とともに、「第２編：実行計画」について、平成２５年（２０１３年）から平成２９年

（２０１７年）までの計画を掲載します。

はじめに

協働推進プランにおける「まちづくり」と「地域づくり」について

「まちづくり」・・市民が共に学びあい（教育活動）、文化や歴史を大切にし

（文化活動）、交流する活動により、地域を活性化する活動

や、安心安全で快適に暮らせるための防犯・防災活動や環境

保全・環境美化活動、地域福祉活動など、「住み良い豊かな

地域社会」をつくるための活動や事業を『まちづくり』とし

ています。（「山口市協働のまちづくり条例」解説より）

「地域づくり」・・地域の課題解決に向けて地域コミュニティを中心として

行われる「まちづくり」を指します。



目 次

第１編 本編

１ 協働推進プランの位置づけ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

２ これまでの進捗状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

１ 本市を取り巻く状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

２ 本市の目指す姿・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８

３ 数値目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

１ 協働の定義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

２ 協働によるまちづくりに向けての基本的な考え方・・・・・・・・・・・・・・１２

３ 協働によるまちづくりの効果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４

４ 協働によるまちづくりの領域・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５

５ 協働に適した分野や事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

６ 協働の形態・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

７ 協働によるまちづくりの様々な主体とその役割・・・・・・・・・・・・・・・１９

（１）市民一人ひとり

（２）地域コミュニティ

（３）市民活動団体（ＮＰＯ、ボランティア・生涯学習・社会教育団体など）

（４）事業者

（５）教育機関

（６）行政

８ 地域づくりの充実に向けたプロセス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９

１ 推進方針、推進施策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０

第２編 実行計画

推進項目一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３４

年度別実行計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６

別表：山口市協働推進プラン実行計画実施状況一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・５３

第４章 具体的にどのようなことをするのですか

第３章 協働によるまちづくりとは

第２章 このプランでどのような姿を目指すのですか

第１章 協働推進プランとは



キョードーレッド

「キョードーレッド」は、山口市の協働によるまちづくりを進め

るためのマスコットキャラクターとして、市民からの公募により

作成されました。

このプランでは私がガイドを

させていただきます。
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第１編

本 編
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(

１ 協働推進プランの位置づけ

協働推進プランは、協働によるまちづくりの基本的なルールを定めた「協働のまちづ

くり条例」の理念である「市民の参加と協働によるまちづくり」を着実に進めるために、

その指針（ガイドライン）となる総合的な計画として策定します。

また、山口市市民活動推進支援基本方針（平成１９年３月策定）を協働推進プランに

引き継ぎます。

【協働のまちづくり条例】と【協働推進プラン】

協働のまちづくり

条例

協働推進プラン

第１編：本編

協働推進プラン

第２編：実行計画

「協働によるまちづくり」の

基本的なルールを定めたもの

「協働によるまちづくり」の

指針（ガイドライン）を示すもの

「協働推進プラン（本編）」を

実現する年度別の実行計画

第1章 協働推進プランとは

『協働推進プラン』は、「協働による

まちづくり」を進めていくための計画です。
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２ これまでの進捗状況

本市では、平成２１年度から４７の推進項目に取り組み、平成２４年度までの推進状況

は下記のとおりとなっています。各項目の取り扱いは、別表（P5３～）に整理しています。

推進方針 項目数 実施済 継続推進 一部実施 検討中

Ⅰ 参加しやすく、活動しや

すい環境づくりを進めます １６ ６（37.5％） ８（50.0％） ２（12.5％） ０（ 0.0％）

Ⅱ 情報の共有化により、活

動の活性化を図ります １５ １（ 6.7％） １１（73.3％） ０（ 0.0％） ３（20.0％）

Ⅲ 人づくりを通じて、協働

の意識醸成を図ります ４ ０（ 0.0％） ４（100 ％） ０（ 0.0％） ０（ 0.0％）

Ⅳ 市政への参画と協働の実

践を進めます ６ １（16.7％） ５（83.3 ％） ０（ 0.0％） ０（ 0.0％）

Ⅴ 協働推進体制を整備する

とともに、市職員の意識改

革を行います

６ ０（ 0.0％） ５（83.3％） ０（ 0.0％） １（16.7％）

全体計 ４７ ８（17.0％） ３３（70.2％） ２（ 4.3％） ４（ 8.5％）

これまで実施してきた各推進項

目について、内容の見直しや項目

整理を行い、平成２５年度以降の

推進項目（実行計画 Ｐ３４～）

を決定しました。
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１ 本市を取り巻く状況

① 人口構造等が変化しています

わが国では平成１６年をピークに人口減少社会に転じ、今後６５歳以上の高齢者の

人口割合がさらに上昇し、１５歳未満の子どもの人口割合が減少していくと予想され

ています。

本市においても例外ではなく、平成２２年国勢調査より人口は減少に転じ、６５歳

以上の高齢者の割合は増加していくことが予想されています。

また、市街地近郊では人口が増加し、農山村部では減少するといった人口の偏りも

生じてきています。

これらの人口減少や人口構造の変化、人口の地域的な偏りは、地域における人間関

係のつながりの希薄化、地域文化や伝統産業の衰退など、地域活力の低下につながる

ことが懸念されています。

山口市の推計人口と年齢別人口

27,082 25,940 24,912 24,306 23,289 22,085

116,522 112,545 109,106 106,034 102,418

46,768 51,684 54,030 54,980 54,923 54,646

122,778

0
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200,000

250,000

H22 H27 H32 H37 H42 H47

～１４歳 １５～６４歳 ６５歳～

（出典：平成２２年は国勢調査実績、平成２７年以降は市推計。）

第２章 このプランでどのような姿を目指すのですか

高齢者の方の知恵や経験を、

地域づくりに活かしていくことが

期待されています。

196,628 194,147 191,487 188,392 184,246 179,149

(23.8%)

(62.4%)

(13.8%)

(28.2%)(26.6%)
(29.2%) (29.8%)

(30.5%)

(60.0%) (58.8%) (57.9%) (57.6%) (57.2%)

(13.4%) (13.0%) (12.9%) (12.6%) (12.3%)

(人)



- 5 -

② 市民の皆さんのニーズが多様化・高度化しています

成熟化社会を迎え、市民の皆さんのライフスタイル（生活様式）や価値観の変化に

伴い、物質的な豊かさから精神的な豊かさが求められるようになり、市民の皆さんの

求める公共サービスは多様化・高度化してきています。

これまでのような公平性・画一性を原則として、財政面でも強い制約がかせられて

いる行政サービスだけでは、これらのニーズに十分に対応することは困難であり、ま

た、市民の皆さんの協力無しには、満足度の高い、効果的な対応が不可能なものも多

く発現してきています。

公共サービス

行政サービス

公共サービス

公共サービスは主に行政が提供して

いましたが・・・

求められる公共サービスと行政サービ

スにズレが発生してきました。

昔は無かったようなニーズに

対応していく必要があります。

行政サービス
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③ 市民の皆さんがまちづくりに主体的に関わることが求められています

国の権限や財源を地方に移す「地方分権」（※１）が進む中、市民の皆さんの満足度

の高いまちづくりを実現するためには、「自分たちのまちは自分たちでつくる」という

意識のもと、市民の皆さんがまちづくりに主体的に関わっていくことが大切です。

個人が自立した生活を送ることを基本として、個人では対応が困難なものは、地域

で解決し、さらに地域では解決の難しい課題や非効率なものについては、行政との適

切な役割分担のもとで連携、協力して解決していくことが求められています。

※１ 平成１２年に地方分権一括法が施行され、国と地方公共団体は、従来の主従の

関係から対等な関係になりました。地方自治体は、自らの責任と判断で市民のニ

ーズに主体的に対応していかなければなりません。

地方自治の本質は、地域のことは地域で考え、自ら解決し、それに対して責任

を持つことです。（自己決定、自己責任）

自分で出来ることは自分で、地域

で出来ることは地域で解決していく

ことが大切です。
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④ 市民意識が高まり、新たな担い手が出現しています（市民活動の活発化）

社会経済情勢や価値観の変化により、公共サービスに対する市民ニーズが多様化・

高度化しています。市民ニーズには様々なレベル（水準・程度）があり、市民活動団

体や地域コミュニティなどで対応できるものや、行政でなければ対応できないものな

どもあります。

平成７年１月の阪神・淡路大震災、そして平成２３年３月の東日本大震災を契機に、

地域活動やボランティア（自ら進んで行う社会奉仕）活動、市民活動などへの参加意

識が高まり、活発になってきています。こうした様々なまちづくりの主体は、地域社

会における新たな公共サービスの担い手として期待されています。

⑤ 合併により市域が広がり、各地域の実情に応じたまちづくりが求められて

います

本市は、平成１７年１０月の旧１市４町、さらに平成２２年１月の旧阿東町との合

併により１，０２３平方キロメートルの広大な面積を有する自治体となりました。市

内には、地形や歴史、文化等、様々な特色を有する２１の地域があり、それぞれの地

域の実情に応じたより豊かな地域づくりが求められています。

様々な状況変化に対応し

ていかなければなりません。
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２ 本市の目指す姿

本市には、市民の皆さんをはじめとして、事業者や大学等の教育機関、行政など、様々

な特徴や得意分野（人、モノ、資金、知識、技術、情報など）を持ったまちづくりの主

体が多くあり、それぞれの活発な活動は、本市の大きな特徴であり強みでもあります。

そこで、各まちづくりの主体が得意分野を活かしながら連携・協力し、社会課題や地

域課題を解決していく「協働によるまちづくり」を、本市の実情にあわせて進めていき

ます。

その結果、「市民が自らの手でまちづくりを行う住民自治の促進」「地域力の向上」「地

域内での連携・協力の強化」が図られ、今後とも住み続けたい、子どもたちに残してい

きたいと思うような、皆さんが幸せを感じられる豊かな地域社会の実現へとつながって

いきます。

このことを踏まえ、本市では次のような地域社会を目指していきます。

市民の皆さんや事業者、教育機関、行政等、様々なまちづくりの主体が参画し、連

携・協力して、社会課題や地域課題の解決を主体的かつ継続的に行う「協働による

まちづくり」を推進することにより、

①「住民自治の促進」

②「地域力の向上」 が図られる

③「地域内での連携・協力の強化」

『個性豊かで 活力のある 自立した 地域社会』

目指す地域社会の姿

それでは本市を取り巻く様々な状況の

中で、どうしていけばいいのでしょうか？

「自分たちの望むまちは、自分たちでつくる」

という意識が大切です！！
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「個性豊かで 活力のある 自立し

た 地域社会」の実現を目指し、「協

働によるまちづくり」を推進してい

きます！！

地域振興

情報発信
文 化

スポーツ
環境美化

環境保全

保 健

福 祉

安 心

安 全

子どもの

健全育成

参 加

人材発掘

人材育成

人材支援

意識啓発

中間支援

推進体制
情報提供情報共有

情報発信
ネット

ワーク

活動支援

活動拠点

の整備

交 流

連 携

「協働によるまちづくり」

社会課題・地域課題

参 画 協 力

地域力の

向上

住民自治の

促進

地域内での

連携・協力

の強化

社会課題・地域課題の解決
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３ 数値目標

このプラン全体の数値目標は、市総合計画の「施策７－① 人のきずなでつくるまち」

と「施策７－② 市民と行政の協働によるまちづくり」と同じ成果指標を採用します。

また、職員に対しても毎年度アンケートを実施し、協働の理解度についても検証して

いきます。

①地域活動に参加している市民の割合【単位：％】

基準値

（Ｈ１８年度）

Ｈ２３年度

実績

目標値

（Ｈ２４年度）

目標値

（Ｈ２９年度）

３７.５ ３７.２ ４５.０ ５０.０

②市民活動を行っている市民の割合【単位：％】

基準値

（Ｈ１８年度）

Ｈ２３年度

実績

目標値

（Ｈ２４年度）

目標値

（Ｈ２９年度）

１０.８ １１.６ １３.０ １５.０

③まちづくりや市民参画の活動に参加している市民の割合【単位：％】

基準値

（Ｈ１８年度）

Ｈ２３年度

実績

目標値

（Ｈ２４年度）

目標値

（Ｈ２９年度）

１８.８ ２２.１ ２３.０ ３０.０

④市政に市民の声が反映されていると思う市民の割合【単位：％】

基準値

（Ｈ１８年度）

Ｈ２３年度

実績

目標値

（Ｈ２４年度）

目標値

（Ｈ２９年度）

２６.０ ２９.３ ３０.０ ３５.０

⑤協働ということを説明できる職員の割合【単位：％】

基準値

（Ｈ１８年度）

Ｈ２３年度

実績

目標値

（Ｈ２４年度）

目標値

（Ｈ２９年度）

２６.０ ８８.５ １００ １００

※ ①～④の数値については市民アンケートから、⑤については職員アンケートから

取得しています。
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１ 協働の定義

『協働』とは、『市民と行政、又は市民同士が相互に相手の特性を理解及び尊重し、

共通の目的に向かい、責任と役割分担を明確にし、共に取り組むこと』です。

様々な主体の『協働』によるまちづくり

地域コミュニ

ティ（地域づく

り協議会など）

市民活動団体

（ＮＰＯ・ボラ

ンティアなど）

事業者

企 業

教育機関

（小中高等学

校・大学など）

行 政

市民一人ひとり

参加・参画・協力

地域課題

社会的課題

の解決

第３章 協働によるまちづくりとは

協働は、同じ目標に向かって、

共に考え、連携・協力して取り

組むまちづくりの「手段」です。

イメージ図
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２ 協働によるまちづくりに向けての基本的な考え方

協働する主体同士が、協働による効果をより高め、相乗効果を上げるためには、協

働を実践する段階で必要となる次の６つの考え方を認識しておくことが重要です。

円滑に協働を進めるためには、まず目的をはっきりとさせ、共有することが大切で

す。一方の目的に従わせたり、合わせたりするような関係では、協働は円滑に進みま

せん。

協働する主体は、互いの特性や価値観、行動原理の違いの相互理解に努めることが

大切です。

協働する主体は、お互いがまちづくりのパートナー（相手方）であるという意識を

持ち、お互いに尊重しながら、対等な関係であると認識した上で信頼関係を築いて

いくことが大切です。

③相互に尊重し、対等な関係であることを認識しましょう

②相互に理解しましょう

①目的を共有しましょう

対等な関係とは、協働事業を行う際

に、すべて平等に役割（仕事）を担う

ということではありません。

上下の関係や主従の関係ではなく、

相手を尊重しながら、共に考え、共に

汗を流しながら、パートナーとして行

動する関係が必要です。
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地域コミュニティ活動や市民活動は、自主的かつ自己責任のもとで行われているこ

とを理解しなければいけません。そのため、協働する主体は、お互いの活動の自主性

や自立性を尊重した上で、取り組むべき課題に対して役割や責任を分担して取り組む

ことが大切です。

協働する主体は、その活動内容の透明性を確保することが大切です。事業の企画や

立案、実施、評価を通して、市民の皆さんに対する説明責任を果たしながら、参加機

会を広く確保するとともに、協働する事業の過程や成果などを積極的に公開し、透明

性を高めていくことが必要です。

また、積極的に話し合いの場を設定したり、情報発信することよってお互いに情

報を共有しながら進めていくことが大切です。

協働の評価は、事業の結果だけでなく、協働する双方の関係を含めて、各段階にお

いて客観的に評価する過程を組み込み、検証していく必要があります。

【PLAN 課題発見、計画】⇒【DO 実行】⇒【SEE 評価、見直し】という PDS

マネジメントサイクルにより、事業を改善していくことが大切です。

⑥評価をしましょう

⑤情報公開・情報共有をしましょう

④自主性・自立性を尊重しましょう

協働による効果を最大限に高めるには、

自由な意見交換ができ、お互いに納得して

事業を進められる関係を築き、双方が持つ

力を十分に活かすことが大切です。
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３ 協働によるまちづくりの効果

市民の皆さんをはじめとする様々なまちづくりの主体が協働することにより、次の

ような効果があると考えられます。

社会課題や地域課題に対して、市民の皆さんが望む、きめ細やかな対応が可能に

なります。

またその結果、様々なニーズを把握することができ、新しい公共サービスの創出

につなげることができます。

様々なまちづくりの主体が、より良い地域づくりを目指して主体的に地域課題の

解決に携わり、自治意識や地域課題の解決能力の向上が図られることで、市民の皆

さんの参加意欲が高まり、活動が活性化します。また、新たな人材の育成や活動範

囲の拡大なども期待されます。

このように、様々な主体が共に力を出し合うことで地域社会を支える力が高まり、

住民自治の促進が期待されます。

行政が市民の皆さんと協働し、行政のまちづくり情報を提供、発信することなど

によって、行政の透明性がさらに高まり、市民の皆さんの理解と信頼関係の向上が

図られます。

また、職員の協働によるまちづくりへの理解を深め、行政が様々な主体との実践

を積み重ねることにより、事業の見直しや職員の意識改革、行政の体質改善が行わ

れ、行政機能の見直しにつながります。

《経費削減のためではありません》

市民の方から「市は経費削減のために、協働といっているのでは」といっ

た質問を受けることがありますが、協働は経費削減の手法ではありません。

確かに営利を目的としていない地域コミュニティや市民活動団体は、低い

コストでの対応や、同じコストでも市民ニーズにあった質の高い対応ができ

る可能性があり、結果的に経費の削減につながることもあります。それは結

果として生じるものであり、協働によるまちづくりが本来目指すものではあ

りません。

③市民との信頼関係の構築と行政機能の見直しにつながります

②地域力が向上し、住民自治の促進が図られます

①市民の皆さんが望む、きめ細やかな対応ができます
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４ 協働によるまちづくりの領域

社会課題や地域課題を解決し、市民の皆さんが望むまちづくりを行うためには、市民

と行政の役割分担が必要です。協働の領域には、市民と行政とが協働する領域、市民相

互に協働する領域、市民又は行政が主導的に取り組む領域など、様々な領域が存在しま

す。

協働の場面は様々な段階があり、行政の関与の仕方や程度も多様ですので、実施や検

証を行いながら、協働にふさわしい領域を考えていく必要があります。

行政が担う
分野

市民が担う
分野

「私」の領域
Private

「公」の領域
Public

市民と行政が連

携・協力して行う

領域

市民主体 行政主導 行政主体市民・行政市民主導

行政の主体性のも

とに市民の協力や

参加・参画を得て

行う領域

行政の責任と主体

性により独自に行

う領域

市民の主体性のも

とに行政の協力を

得て行う領域

市民の責任と主体

性により独自に行

う領域

【具体例】

・私益な活動

・親睦活動

・特定の価値観を

普及する活動

など

・自治会活動

・地域活性化事業

・地域課題の発掘

・地域イベント

など

・地域の実情に合わせ

てきめ細やかな対

応が必要なもの（高

齢者の生活支援、子

育て支援等）

・地域と密接な連携が

必要なもの（地域防

犯・防災、地域環境

保全等）

など

・審議会等への参画

・行政計画策定参画

・パブリック・コメン

ト

・アンケート調査

など

・許認可、行政処分

・公権力の行使（税の

賦課等）

など

【協働の形態】

補助、助成

後援

事業協力

共催、実行委員会

協働委託

アドプト制度

参画提案・政策提案

情報提供・情報交換

事業協力

【領域イメージ】

協働によるまちづくり

協働によるまちづくりの領域

協働の領域には、「市民が主体性を持つもの」、

「行政が主体性を持つもの」、「市民と行政双

方が同等の主体性をもって協働するもの」が

あります。
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５ 協働に適した分野や事業

協働が可能な分野としては、福祉や環境、防災など様々なものが考えられます。今

後、それ以外にも協働が可能な分野については、幅広く検討していきます。

類 型 協働による効果 対象事業例

①地域ごとにきめ細やか

な対応が必要な分野

市民の柔軟性や機動性を活かし、一

人ひとりの市民の個別的なニーズや

地域の実情に即した対応が期待でき

ます。

子育て支援

高齢者や障がい者の介護支援

高齢者の見守り など

②地域社会との密接な

連携が必要な分野

地域固有の課題を解決するための活

動や、地域特性を踏まえた事業等で、

地域の状況を的確に把握している市

民が主体的に参加することで、地域

の課題解決力が高まることが期待で

きます。

防災・防犯などの安心・安全活動

災害時の安否確認や救急活動

子どもの見守り、青少年問題

公園や施設の管理運営

コミュニティ活性化事業

地産地消 など

③当事者性を活かし、

解決を求められる分野

具体的な地域課題に対応して活動を

はじめた組織が多く、そうした当事

者性を活かすことにより現実的・効

果的な解決につながることが期待で

きます。

街並みや景観保全活動

リサイクルやごみ分別、水質保全

などの環境保全活動 など

④専門性を求められる

分野

独自の専門知識や技術、その蓄積等

を活用することで、より効果的な事

業展開が期待できます。

教育・芸術・文化活動

スポーツなどの生涯学習

国際交流活動 食育 など

⑤行政が着手していない

分野

行政の制度や施策が追いついていな

い新たな公共的課題等について、市

民の自由な発想や迅速性を活かした

対応が期待できます。

コミュニティ・ビジネス（※）など

⑥合意形成が必要な分野 行政の基本的な計画や事業の策定時

に多くの市民の意見を反映すること

が期待できます。

市の基本的な計画策定

事業の企画・運営 など

※ コミュニティ・ビジネス……市民が主体となって、地域が抱える課題をビジネスの手法を用いて解決し、

またコミュニティの再生を通じて、その活動の利益を地域に還元する取り組

みをいいます。
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６ 協働の形態

本市では、様々なまちづくりの主体（Ｐ１９～）が行う協働の形態は、次のものを

考えています。

協働を行う場合、お互いの立場を尊重し、対等な関係で議論を行う中で、信頼関係

を築いていくことが各形態に共通して重要です。

事業の内容や趣旨を協働の主体同士が双方でよく確認しながら、最も効果が期待で

きる形態を選択することが必要です。

形 態 内 容 実施する上での主なポイント

共催 協働主体と市が共に事業主体

（主催者）となって事業を行う

協働形態

・事業内容は、企画、立案段階から十分協議を行います。

・取り組む目的を明確にし、共通認識のもと実施します。

・負担が一方に偏らないようにします。

・協定書などにより、役割分担や責任の所在、経費負担などを明確

にします。

・会場使用料の減免や補助金の支出のための名義的な共催にならな

いようにします。

（手続きは、山口市後援及び共催に係る事務取扱要綱参照）

後援 協働主体が主催する取り組み

に対して市が「後援」という形

で名を連ねる協働形態

・「後援」することは、対外的に公表されることを踏まえ、その

事業の目的、内容を十分に理解し、公共性や公益性を検証し、責

任を持って判断します。

（手続きは、山口市後援及び共催に係る事務取扱要綱参照）

実 行 委 員 会

（協議会）

協働主体と市が実行委員会や

協議会を構成し、実行委員会

や協議会が主催者となり事業

を行う協働形態

・事業の検討段階から協議し、実施目的の明確化と情報の共有化

を図ります。

・参加メンバー（構成員）に過不足が生じないようにします。

・協定書などにより、役割分担や責任の所在、経費負担などを明

確にします。

・実施が長期に及ぶ場合は、随時、進捗状況を確認し、円滑な意

思疎通を図ります。

アドプト制度

（里親制度）

協働主体が道路や公園などの

公共施設の里親となり、美化活

動や施設の現状報告を行い、市

は保険加入や物品の支給など

を行う協働形態

・事業内容は、企画、立案段階から十分協議を行います。

・協定書などにより、相互の役割分担や経費負担を明確にします。

事業協力 協働主体と市がお互いの特性

を活かし、一定期間継続的な関

係で協力し合いながら事業を

実施する協働形態

・協働主体の専門性や機動性等を活かし、実験的に取り組む事業

等に適しています。

・協定書などにより、相互の役割分担や経費負担を明確にします。
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形 態 内 容 実施する上での主なポイント

協働委託 新たな地域課題や社会的課題

に対して市と市民双方が責任

を持って担うべき分野として

考えられている領域において、

協働主体の特性や能力を活か

してより効果的に事業目的を

達成する協働形態

・協働委託が単なる行政の下請にならないよう、協働の視点に立

ち、事前及び実施過程で十分な協議と調整を行い、事業の仕様等

に関し、協働主体の自主性と自立性を尊重した事業展開が必要で

す。

・企画から実施、評価に至るまで、協働という視点を持ちます。

・確実な履行が確保されるよう、受託者の選定に当たっては事業

遂行能力等について十分に検討するとともに、履行の的確な把握

に努める必要があります。

・協働委託については、特定の団体に固定化しないよう、できる

かぎり競争原理を働かせるとともに、同一団体との協働を継続す

る場合は、一定期間ごとに見直しを行います。

補助、助成

（補助金、助

成金、交付金）

協働主体が行う事業に対して

財政的な支援を行うことで公

共を実現する協働形態

・協働主体の自主性や自立性を損なわないようにします。

・行政の過剰な関与は避けます。

・補助金等の交付は、透明性や公平性を確保します。

・補助金等の本来の目的は、「育成支援」や「団体支援」でなく、

「活動支援」です。

・補助等により、市民との対等な関係を失わないよう注意します。

・補助等の制限や期限を設けるなど、市民の自立を促します。

・取り組む内容によっては、協働委託の形態に移行します。

参画提案・

政策提案

市の施策について、専門的な知

識や経験、情報等を活かすた

め、審議会や委員会などへの参

加を求め、意見や提案を求めた

り、また市民が持つ専門的な知

識、技術や地域に密着したきめ

細やかな活動経験を活かし、行

政施策に対し独自の企画や代

案を提案する協働形態

・客観的で合理的な採用、選定基準を定めるなど、透明性や公平

性の確保に留意します。

・要望や批判だけでなく、建設的な意見交換を行います。

・提案の内容によっては施策に反映できない場合もあります。そ

の場合には、反映できない理由を明確にし、協働主体にその旨を

説明します。

・市民も、日ごろから、行政と率直な意見交換や情報交換を行い、

自らの特性を活かした具体的な提言をします。

情報提供・

情報交換

協働主体と市が、それぞれ持つ

情報を提供し合い、又は協働主

体から意見、市民ニーズなどを

聴く協働形態

・協働する双方が情報を共有し合います。

・地域の課題や市民の声を聴く姿勢が必要です。

・互いの立場を尊重し、建設的な意見交換をします。

・市民ニーズを市政に反映するため、どのような協働が可能かを

検討します。市政に関する情報提供は、結果だけでなく経過（政

策形成過程）も説明します。
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７ 協働によるまちづくりの様々な主体とその役割

協働の領域（P１５）において、それぞれのまちづくりの主体が役割を果たすことが

大切です。

●市民の皆さんは、まちづくりの主役であり、様々な協働の主体の原動力です。

●協働のまちづくり条例やこのプランでは、「市民」を市内に居住している人をはじめ、

市内で働く人や学んでいる人、公共的・公益的な活動をしている人などを含めて「市

民」としています。

●市民の皆さんは、地域社会へ関心を持ち、自らできることを考え、地域活動や市民

活動に積極的に参加、参画していくよう努めましょう。

こうした市民の皆さんの主体的な参加や活動が、協働によるまちづくりを支えてい

く力になります。

●地域コミュニティとは、自治会や町内会、婦人会、子ども会、老人クラブ、ＰＴＡ

など、地縁に基づいて住民の皆さんが自主的に参加し、住み良い地域社会を構築する

ことを目的とした団体のことです。

●特に自治会や町内会は、会の趣旨に賛同した地域住民であれば、誰でも加入できる

基礎的な住民組織です。地域住民が安心・安全に暮らすための活動や住民同士の交流

による地域の活性化など様々な取り組みが行われています。

●地域コミュニティの機能としては、地域を取りまとめ、地域の課題やニーズの把握

と、地域内の情報収集や提供などがあります。

●地域課題の解決のためには、地域の実情を地域自らが一番把握していることから、

地域の中で、市民の皆さんの意思を反映させる仕組みや地域課題を話し合うための場

をつくり、計画的に地域課題に取り組む体制（地域づくり協議会）を構築していくこ

とが重要です。

（２）地域コミュニティ

（１）市民一人ひとり

皆さんに最も身近なコミュニティ

（共同体）、それが地域コミュニティ

です。
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地域を包括する組織「地域づくり協議会」

●協働によるまちづくりを進めるためには、その担い手である地域コミュニティに期

待される役割も大きくなっています。

各地域においては、様々な地域コミュニティがそれぞれの地域の特色を活かした活

動を行っており、活動が更に充実していくことが重要であることはもちろんですが、

そうした地域で活動する各種団体が、地域内で連携・協力することで、地域の人と人

がつながり、これまで解決できなかった地域課題が解決でき、地域全体がさらに活性

化することができます。

●本市では、自治会を中心として様々な団体が連携し、地域づくりに取り組む主体を

総称して「地域づくり協議会」と位置づけており、現在、市内２１地域の全てに地域

づくり協議会が組織されています。

●地域づくり協議会は、地域を包括する組織として、その役割は非常に大きく、地域

の課題解決に、市民活動団体や事業者、教育機関、行政との連携を図り主体的に取り

組んでいきます。また、地域活動を活性化させるため、女性や若年層の参加、世代間

交流を推進し、次世代へのまちづくりの担い手を育成していきます。キーワードは、

「地域内の連携」と「地域の総合力の強化」です。

①地域づくり協議会のかたち

地域づくり協議会のかたちについては、こうでなければならないという定まった

ものはありません。

名称や組織も、例えば、「○○自治会連合会」や「△△地域コミュニティ推進協議

会」などの既存組織の名前や組織をそのまま活用したり、あるいは新たに「◆◆地

区地域づくり協議会」という名前の組織を立ち上げた地域もあります。

組織形態も、その地区の実情に応じたものとすることが重要です。テーマごとに

様々な課題を協議し、解決を目指し活動するための「専門部会」を設置することな

ども効果的です。

② 透明性の高い運営や参加しやすい組織づくり

地域づくり協議会は、「地域づくりの主体」として重要な立場にあり、積極的な情

報発信による透明性の高い運営や、住民の皆さんが協議会の中で議論し、意見を反

映していけるような、参加しやすい組織づくりが求められています。
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③ 期待される役割

ア 地域課題の解決への取り組み

地域の抱える課題はそれぞれの時代ごとに変化しています。

その時々で地域の課題を掘り起こし、住民のニーズを把握しながら、着実に対

応していく必要があります。

様々な地域課題に対し、地域でできることに対しては積極的にその解決に取り

組むとともに、困難なことに対しては近隣地域や市民活動団体、学校、事業者、

行政等との協働により解決するなど、地域課題の解決において主体的に取り組む

団体として期待されています。

イ 地域の調整、とりまとめ役

地域づくりのために地域の様々な力が発揮されやすいように、それぞれをつな

ぎ、調整する機能が期待されています。

また、地域のとりまとめ役として、地域内での合意形成を図りながら、市の政

策に参画することが求められています。

ウ 地域の特性や資源を活かした地域づくり

それぞれの地域には、その地域独自の特性や自然、観光資源、文化資源などが

あります。そうした地域の特性や地域の資源の価値を見つめ直し、継承・活用す

ることにより、地域に対する誇りや愛着、地域の連帯感を育みながら特色のある

地域づくりを行うことが求められています。

④地域づくり計画

地域づくり協議会が活動するに当たっては、その地域の良さや課題を把握した上

で、将来どのような地域を目指すのか、またそのためにどのような取り組みをする

のかといった内容の活動計画を立て、それに基づき活動することが有益です。

このようなことから、各地域においては活動の指針となる「地域づくり計画」が

策定されています。

地域づくり協議会は「地域づくり計画」

に沿って活動していきます。



- 22 -

⑤地域づくり活動サイクル（PDSサイクル）の確立

より良い地域づくりをしていくためには、活動の計画を作成し、実際に活動した

後に活動の「ふりかえり」を行い、それを踏まえた上で見直しを行い、次の計画を

作成していく・・・といった年間の活動のサイクルを作っていくことが重要です。

（「ふりかえり」の方法は、事業実施後の自己評価、相互評価及び第三者による評

価などがあります。）

下図のような【ＰＬＡＮ 計画づくり】→【ＤＯ 実行】→【ＳＥＥ ふりかえ

り】というＰＤＳサイクルにより、事業の計画づくりや改善につなげ、前年よりも

活動を向上、充実させていけるような「組織づくり」、「仕組みづくり」が必要とな

ります。

ＰＬＡＮＤＯ

ＳＥＥ

ＰＬＡＮ

ＰＬＡＮＤＯ

ＳＥＥ

LEVEL UP!!

１年目

２年目

３年目

改善

改善
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⑥地域づくり協議会に対する支援

ア 財政的支援

市内２１地域の地域づくり協議会が地域づくり計画に基づいた活動を円滑に行

うためには、活動費が必要になってきます。

そこで地域づくり計画に基づき実施される、地域の課題を解決するための活動

や、そのための組織運営を担う事務局経費などに対して「地域づくり交付金」を

交付します。

イ 人的支援

それぞれの地域の個性を活かした地域づくりを推進するため、地域と行政のつ

なぎ役あるいは地域づくりのサポート役として、行政経験を積んだ職員を「地域

担当職員」として各地域交流センターに配置します。

地域担当職員は、地域の状況を把握し、地域の目指す姿の実現に向け、地域の

みなさんと共に考え、地域に寄り添いながら、地域が主体となって実施する活動

に対して側面からの支援をしていきます。

具体的には、地域づくり協議会の組織づくりや、地域づくり計画の策定（見直

し）支援、法律、制度などに関する専門的かつ具体的なアドバイスや、行政手続

きが必要となる場合に関係機関との調整などを行います。

地域づくりの中心となる

地域づくり協議会を、積極的に

支援していきます。
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◆地域交流センター

協働によるまちづくりを進めていくためには、市民の誰もが利用でき、さらに地域をサ

ポートする機能のある施設が必要となることから、総合的な地域づくりの拠点として各地

域の公民館を「地域交流センター」として平成２１年４月に設置しました。

「地域交流センター」は、公民館がこれまで行ってきた生涯学習・社会教育機能に加え、

地域づくり協議会による地域づくり活動の支援機能や、様々なまちづくりの主体の活動拠

点としての機能を備えた施設です。

今後、老朽化、狭隘化した施設については改築・改修を進めていきます。

※１ 窓口機能は、かつて公民館と出張所が併設されていた施設のみです。

※２ 地域交流センター内に地域づくり協議会の事務局が設置されています。

機

能

体

制

地域交流センター

地域づくり支援機能 人づくりコーディネート

サロン機能
（地域活動・市民活動の場の提供）

協議の場活動の場

窓口（行政）機能(※1)

【かつての出張所機能】

社会教育機能

生涯学習機能

【かつての公民館機能】

センター所長（市職員）

｜

センター職員（市職員）

活動支援

協

働

センター事務局（行政） 地域づくり協議会事務局（※２）

財政的

支援

地域づくり交付金

地域課題の解決への取り組み

協議会事務局長

｜

協議会事務員

地域のとりまとめ役

地域の特性や資源を活かした地域づくり

地域づくり計画

公民館の生涯学習・社会教育機能

に地域づくり機能を加えたものが、

地域交流センターです。
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●市民活動とは、「営利を目的としない市民の自発的、自主的な社会貢献活動で、不

特定多数の利益（公益）の増進に寄与することを目的とする活動」のことをいい、「市

民活動を組織的かつ継続的に行う団体」を「市民活動団体」といいます。

●ＮＰＯなどの市民活動団体は、自らの社会的使命（ミッション）の実現のために、

その活動を充実させるとともに、市民の皆さんに対して、自己実現・社会参加の機

会の提供や、知識や技能を還元するなどの地域貢献活動を行っていきます。さらに、

地域課題や社会課題の解決の担い手として、その専門性等を活かして、地域コミュ

ニティや行政等と協力・連携し、主体的に協働によるまちづくりを推進します。

●また、市民活動団体は、その活動を活性化・本格化させていくために、組織運営、

資金、人材確保などのマネジメント能力の向上や、積極的な情報発信により社会的

評価を得られるよう努めるなど、自立した活動を継続していくための取り組みが大

切です。

① 市民活動の特徴、特性

市民活動には、以下の表のような特徴や特性があります。

市民活動の特徴、特性

自発的、自主的
市民自らの価値観に基づいて自発的、自主的に取り組むた

め、独自に活動することができます。

個別性、多様性
公平性・画一性を原則する行政サービスと異なり、少数の

ニーズにも個別、多様に対応することができます。

先駆性、開拓性

公平性や平等性、利益追求を考えず、独自の社会的使命（ミ

ッション）をもって活動を展開できるため、行政や事業者が

対応できない分野への進出が可能であり、先駆的、開拓的な

取り組みができます。

柔軟性、機動性

行政のように法律などの制度的な裏づけを必要としない

ため、柔軟に対応できるとともに、事務手続きに時間を要し

ないため、迅速で機動力のある対応ができます。

専門性、提言性
テーマを特化して取り組むことが可能なため、専門性を高

めやすい状況にあるとともに、提言性を持っています。

地域性、当事者性

市民活動は、市民が地域や社会の課題やニーズに気づき、

自らが必要性を提起し、又は呼びかけに応じて行動する活動

です。地域の課題解決に取り組み、地域ニーズに沿った社会

的サービスが提供できるとともに、当事者の視点に立ってき

め細やかな活動を行うことができます。

（３）市民活動団体（ＮＰＯ・ボランティア・生涯学習・社会教育団体など）
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② 期待される役割

ア 公共サービスの担い手

市民活動団体は、活動領域や内容が多様なことに加え、組織の形態が縦割りの

仕組みに縛られていないという特徴を持っています。

そのため、行政や事業者では十分に対応しきれなかった社会や地域の個別の課

題やニーズに気付き、迅速かつ柔軟に対応することが可能なことから、これから

のまちづくりを支える新しい力として期待されています。

イ 市民の社会貢献の機会提供

市民活動は、市民の皆さん一人ひとりが社会の課題に気づき、自分で考えて行

う活動であり、自らの個性や能力を発揮して社会貢献する機会でもあります。多

くの市民活動団体が存在することにより、多様な社会貢献の機会が提供されます。

ウ まちづくりの推進力

市民活動団体は地域を越えた幅広い市民の皆さんの声を把握できることから、

その活動を通して市民ニーズをまちづくりに反映させることが期待されています。

また、行政が設置する各種審議会・協議会等に委員として参画したり、施策の

検討や事業実施において、役割分担を行いながら協力・連携し、まちづくりを進

めていくことを期待されています。

エ まちづくりの主体同士の協力・連携

高齢者介護や子育て、防災や防犯など地域には取り組まなければならない様々

な課題がありますが、中には地域だけでは解決できないものもあります。

そのような課題を解決していくために、市民活動団体がその専門性等を活かし

て、地域コミュニティや行政とともに、それぞれの特性を理解しながら、力を発

揮できるよう協力・連携することにより、まちづくりに向けた相乗効果が期待さ

れています。

オ 雇用創出・経済活動への貢献

市民活動団体は、社会の中に新しい事業やマーケット（市場）を創り出すなど、

新たな就業機会を生み出す地域社会における社会経済活動の担い手となる可能性

をもっており、地域経済の活性化にも力を発揮することが期待されています。

市民活動団体は、まちづくりの新しい

担い手として、様々な役割が期待されて

います。
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◆

◆市民活動支援センター「さぽらんて」

市民活動支援センターは、平成１３年１２月に「市民活動の支援機能が重要であること

から、各種の支援機能を立ち上げ、運用し、さらに機能の充実強化するための拠点」とい

う位置づけのもとに設置しました。センターの開設以来、「市民活動のきっかけづくり」

を主体に置きながら、「市民活動団体の支援」にも取り組んできました。

センターでは、ソフト機能を併せ持つ支援拠点として「相談」、「人材発掘・養成」、「事

務局支援」、「普及・啓発及び情報収集」、「ネットワーク」業務について事業展開し、団体

の立ち上げや円滑な組織運営のための側面的支援を行っています。

市民の目線での業務運営により、多くの市民活動団体の信頼を得ることとなり、幅広い

ネットワークも形成されつつあります。

市民活動をされている方や、市民活動に興味のある方は、ぜひご利用ください。

マスコット：てって

センターの愛称である「さぽら

んて」とは、「さぽーと・ボラン

ティア・手」を表し、市民のみ

なさんが手をつなぎ、すてきな

輪が広がることを願ってつけら

れたものです。



- 28 -

●事業者は、自らが社会貢献活動を通じて積極的にまちづくりに参加することもありま

すし、従業員等に地域活動や市民活動に参加しやすい環境をつくったり、活動に対して

助成や寄付、物的な支援を行ったり、専門的技術力を地域社会に還元するなど、経営資

源を活用した活動を展開することが考えられます。

●また、地域コミュニティ活動や市民活動への参加、側面支援などの社会貢献活動を通

じて、協働によるまちづくりの推進に寄与します。

●市内には、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学などの様々な教育機関がありま

す。教育機関では、豊かな人間性を育むため、その段階等に応じたボランティア活動な

どの社会奉仕活動の体験機会の充実や地域との連携を図るなどの取り組みにより、協働

によるまちづくりの推進に寄与します。

●近年、大学などの高等教育機関は、専門家や研究家の集団として、様々な研究成果が

新しい価値を生み出し、地域を変えています。また、地域貢献活動として、市民の皆さ

んに積極的に学ぶ場を提供したり、まつりなどのイベントを通じて学生と地域住民との

交流を深めるなど、地域社会との連携も図られています。

●「市民と行政が連携・協力して行う領域」において、行政が果たすべき役割をしっか

りと果たすとともに、「行政が主体性をもって行う領域」においては、幅広く市民の皆さ

んに意見を求めたり、参加・参画を得るなど、市民の皆さんと共に進めていきます。

●社会に貢献する活動を促進するため、活動しやすい基盤を整備するとともに、コーデ

ィネーターとして多様な協働の仕組みづくりを進め、その活動を支援していきます。

●協働によるまちづくりについて理解を深め、市民の皆さんと円滑な協働を進められる

よう、職員の意識向上を図ります。

（６）行政

（５）教育機関

（４）事業者

事業者には、地域社会を支える公共の担い手と

しての期待が高まっています。

これからは、教育機関と地域の連携が重要になっ

てきます。

職員も地域の一員として、地域活動に積極的に

参加していきます。
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８ 地域づくりの充実に向けたプロセス

本市が進める地域づくりは次のようなスケジュールで進めていく予定としています。

１ 準備期（地域づくりの基礎固め）

①地域交流センターの設置（行政）

②地域づくり協議会の設置（地域）

③地域づくり計画の策定（地域）

④地域担当者制度と地域活動応援隊制度等による地域支援体制の整備（行政）

⑤地域交流センターや地域づくり協議会で行える事務の整理（行政）

２ 成長期（地域交流センター、地域づくり協議会を中心とした地域づくり）

①住民に身近なサービス提供の充実に向け、適正な人員・予算・権限を地域交

流センターへ移譲（行政）

②地域づくり計画に基づく、地域づくり協議会を中心とした地域づくりの推進

（地域）

③地域づくりを支援する地域自治支援組織（中間支援組織）の設置（行政）

④総合計画と地域づくり計画の連動（行政）

⑤新たな地域自治組織の検討と実現に向けた住民意識の醸成（地域、行政）

３ 成熟期（やまぐち式地域自治区を中心とした地域づくり）

①やまぐち式地域自治区（新たな地域自治組織）の設置（地域、行政）

②やまぐち式地域自治区による、地域づくり計画に基づいた、自主自立による

まちづくりの実施（地域）

成長期 成熟期準備期

ジャンプステップホップ

移行 移行

スタート

(H21)
目標

現在

(H24)

更なる

取り組み

更に

充実

期間

～４年

程度

期間

～９年

程度

期間

１０年

程度～
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１ 推進方針、推進施策

平成２１年の協働のまちづくり条例の施行を皮切りに、市内各地域では地域づくりの

中心となる地域づくり協議会が組織され、地域づくり交付金を活用して魅力ある地域づ

くりが進められており、また市民活動団体や事業者等との連携も見られるなど、協働に

よるまちづくりは着実に進んでいます。

今後、協働によるまちづくりを具体的に進めていくため、これまでの進捗状況をふま

えながら、次の４つの推進方針（Ⅰ～Ⅳ）と推進施策に沿った取り組みについて、諸情

勢を考慮しながら行います。

【推進施策】

(1) 活動（交流）拠点機能の充実

(2) 活動の活性化、自主・自立のための活動支援

(3) 資金確保支援機能の充実

(4) 評価検証機能の充実

(5) 中間支援機能（相談・コーディネート機能）の充実 ※コーディネート…調整・取りまとめ

(6) 市政への参画の仕組みづくり

第４章 具体的にどのようなことをするのですか

地域のことは地域で解決できるまちづくりを目指すとともに、市民が主体

となれる参加しやすい、活動しやすい環境づくりを進めます。

そのために、地域活動や市民活動がさらに活発に行われるように、それぞ

れの支援を行うとともに、様々なまちづくりの主体をつなぐ中間支援機能の

充実を図ります。

また、市が主体となって進める基本的な計画の立案等において、市民から

意見を得る機会の拡充を図るなど、市政への参画を進めます。

Ⅰ 参加しやすく、活動しやすい環境づくりを進めます
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【推進施策】

(1) 協働によるまちづくりの考え方の発信機能の充実

(2) まちづくり情報の提供・発信機能の充実

(3) 行政情報の提供・発信機能の充実

(4) 調査・研究機能の充実

(5) ネットワーク支援機能の充実 ※ネットワーク…複数の主体のつながり

【推進施策】

(1)人材発掘機能の充実

(2)人材育成・支援機能の充実

【推進施策】

(1) 庁内の協働推進体制の整備

(2) 市職員の協働意識の向上

(3) 市職員のまちづくりへの参加促進

まちづくりの主体である市民が積極的かつ継続的に協働によるまちづくり

に取り組むためには、その担い手となる人材が重要です。

そのため、様々な場面で新たな公共領域を支える人材を発掘・育成してい

きます。

Ⅲ 人づくりを通じて、協働の意識醸成を図ります

協働によるまちづくりの推進には、市政の情報や様々な団体の活動情報な

ど、まちづくりに関する情報の共有が不可欠です。

そのため、市民と行政は様々なまちづくりの情報を提供したり、受け取る

機会を確保し、相互に必要な情報を共有することにより、様々な活動の活性

化を図ります。

Ⅱ 情報の共有化により、活動の活性化を図ります

行政の協働推進体制の整備を図ります。

職員研修等を通じて市職員の意識改革を図ります。

Ⅳ 協働推進体制を整備するとともに、市職員の意識改革を行います
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各推進施策にかかる個々の取

り組み（推進項目）の詳細と年度

別計画は、次ページ以降の「実行

計画」に掲載しています。



実行計画

第２編
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協働推進プラン（改訂版）推進項目一覧表

市
民

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

市
民
活
動
団
体

事
業
者

教
育
機
関

行
政

(1) 活動（交流）拠点機能の充実

① 地域交流センターの整備 新規 ■ ■ ■ □ □ ■

② 市民活動の拠点の検討 継続 □ □ ■ □ □ □

(2) 活動の活性化、自主・自立のための活動支援

① 自治会等自治振興交付金による支援 継続 □ ■ □ □ □ □

② 地域づくり交付金制度の充実 新規 □ ■ □ □ □ □

③ 社会貢献活動に対する活動保険制度の運用 継続 □ ■ ■ □ □ □

④ 市民活動促進事業交付金による支援 継続 □ □ ■ □ □ □

⑤ 地域活動と市民活動の連携強化 継続 □ ■ ■ □ □ □

⑥ 地域資源の発掘・創造 新規 ■ ■ ■ ■ ■ ■

⑦ 地域づくり計画の見直し支援 新規 □ ■ □ □ □ □

⑧ 地域づくり協議会の充実支援 新規 □ ■ □ □ □ □

⑨ 地域コミュニティ等への補助金・助成金・交付金の整理 継続 ■ ■ □ □ □ □

⑩ 地域づくりアドバイザーの派遣 継続 □ ■ □ □ □ □

⑪ 地域とともにある学校づくりの支援 新規 □ ■ □ □ ■ □

⑫ やまぐち式地域自治区の検討 新規 □ ■ □ □ □ □

(3) 資金確保支援機能の充実

① 社会貢献活動に関する各種助成、補助金制度の情報提供 継続 ■ ■ ■ □ □ □

② 活動資金の確保支援 継続 □ ■ ■ □ □ □

(4) 評価検証機能の充実

① 協働によるまちづくりの検証・評価の実施 継続 □ ■ ■ ■ ■ ■

(5) 中間支援機能（相談・コーディネート機能）の充実

① 市民活動支援センター（さぽらんて）の中間支援機能の充実 継続 ■ □ ■ □ □ □

② （仮称）地域活性化センターの設置 新規 ■ ■ ■ ■ ■ ■

(6) 市政への参画の仕組みづくり

① 審議会等の委員のデータベース化 継続 □ □ □ □ □ ■

② 市政への参画機会の推進 継続 ■ □ □ □ □ ■

Ⅱ 情報の共有化により、活動の活性化を図ります

(1) 協働によるまちづくりの考え方の発信機能の充実

① 協働に関する講演会や説明会の開催 新規 ■ ■ ■ ■ ■ □

② 様々な協働ＰＲ手法の活用 新規 ■ ■ ■ ■ ■ □

(2) まちづくり情報の提供・発信機能の充実

① 自治会活動に関する情報提供 継続 □ ■ □ □ □ □

② 活動事例集、協働事例集の作成 継続 ■ ■ ■ ■ ■ ■

③ 活動報告会、協働事業報告会の開催 継続 ■ ■ ■ ■ ■ ■

④ 地域コミュニティ情報の発信支援 継続 □ ■ □ □ □ □

Ⅰ 参加しやすく、活動しやすい環境づくりを進めます

新規・
継続

推
進
方
針

推 進 項 目

推
進
施
策

対 象 と な る 主 体
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市
民

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

市
民
活
動
団
体

事
業
者

教
育
機
関

行
政

(3) 行政情報の提供・発信機能の充実

① 市報の充実・活用 継続 ■ □ □ □ □ □

② 市公式ウェブサイトの充実・活用 継続 ■ □ □ □ □ □

③ お気軽講座の充実 継続 ■ □ □ □ □ □

(4) 調査・研究機能の充実

① 市民のまちづくりに対する意識調査の実施 継続 ■ □ □ □ □ □

② 市民活動団体の実態調査の実施 継続 □ □ ■ □ □ □

(5) ネットワーク支援機能の充実

① 人材や団体情報の集約、データベース化 継続 ■ ■ ■ ■ ■ □

② 協働ラウンドテーブル（情報交換・交流・協議の場）の開催 継続 □ ■ ■ ■ ■ ■

③ 地域間交流の促進 新規 □ ■ □ □ □ □

Ⅲ 人づくりを通じて、協働の意識醸成を図ります

(1) 人材発掘機能の充実

① 地域の人材バンクの設置支援 新規 ■ ■ □ □ □ □

(2) 人材育成・支援機能の充実

① 地域づくりリーダーの育成 継続 ■ ■ □ □ □ □

② 地域づくり支援専門員による支援 新規 ■ ■ ■ □ □ □

③ 市民活動支援センター（さぽらんて）の人材育成機能の充実 継続 □ □ ■ □ □ □

Ⅳ 協働推進体制を整備するとともに、市職員の意識改革を行います

(1) 庁内の協働推進体制の整備

① 全庁的な協働推進体制の強化（会議体の活用） 継続 □ □ □ □ □ ■

② 協働推進員の配置 継続 □ □ □ □ □ ■

③ 地域内分権に向けた事務・権限の移譲 新規 □ □ □ □ □ ■

(2) 市職員の協働意識の向上

① 階層別・体系的な職員研修の実施 継続 □ □ □ □ □ ■

② お気軽講座の充実 【再掲】 継続 ■ □ □ □ □ □

③ 協働推進員の配置 【再掲】 継続 □ □ □ □ □ ■

(3) 市職員のまちづくりへの参加促進

① 地域活動に対する職員参加の促進 継続 □ □ □ □ □ ■

※ 『■』が推進項目の対象です。

推
進
方
針

推
進
施
策

推 進 項 目

推 進 項 目 の 対 象
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年度別実行計画

推進方針 Ⅰ 参加しやすく、活動しやすい環境づくりを進めます

推進施策 (1) 活動（交流）拠点の充実

整理番号 Ⅰ - (1) - ① 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅰ - (1) - ② 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

推進施策 (2) 活動の活性化、自主・自立のための活動支援

整理番号 Ⅰ - (2) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

全ての地域交流センターが地域づくりの拠点として有効に機能するように整備されたときに完了と
します。

□市民 □地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

② 市民活動の拠点の検討

① 自治会等自治振興交付金による支援

市民活動団体等が活動・参加しやすい環境づくりを進めます。

市民活動支援センター（さぽらんて）や地域交流センターなど、市民活動団体の活動拠点の充実に
ついて検討します。また、市域全体を捉えた中で適正・効率的な市民活動の支援が行えるよう、拠点
施設のあり方やその機能について検討します。

年次計画
H27

→

自治会（町内会）が行う自主的・自立的な地域活動の活発化を図ります。

自治会等の財政基盤は脆弱であることから、地域活動にかかる経費について交付金による支援を行
い、最も基礎的な住民組織である自治会（町内会）の活動の活発化を図ります。また、自治会活動に
関する手引により交付金制度の周知に努めます。

各自治会等が充分な財源を確保したときに完了とします。

年次計画
H27

→

協働推進課・地域交流センター・管財課

市民活動の拠点について検討し、充実が図られたときを完了とします。

協働推進課・地域交流センター

年次計画
H27

→

協働推進課

地域活動や市民活動の活発化のため、地域づくり拠点の整備を進めます。

地域交流センターが地域づくり拠点としての機能を果たせるよう、老朽化、狭隘化したセンター、
またバリアフリーに対応していないセンターについて、順次、改築・改修していきます。

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 ■行政

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

① 地域交流センターの整備
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整理番号 Ⅰ - (2) - ② 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅰ - (2) - ③ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅰ - (2) - ④ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

② 地域づくり交付金制度の充実

H27

年次計画
H27

→

地域課題の解決を図る有益な制度として、これまでの地域づくり交付金制度の運用にかかる課題等
を整理し改善していきます。また本制度を恒久化するため、制度の位置づけの明確化や、実施した事
業をふりかえり次の事業に活かすＰＤＳサイクルによる運用等、交付金制度の内容充実に向けた取り
組みを行います。

自由度が高く、地域の実情に沿ったきめ細かい対応できる交付金制度を確立したときに完了としま
す。

地域の新しい課題や、これまで解決できなかった課題に対して、地域自らが実情に応じて効果的に
対応できるように、地域づくり交付金制度の充実を図ります。

交付金の見直しを行い、市民活動団体が公益的な事業により取り組みやすくなったときに完了とし
ます。

④ 市民活動促進事業交付金による支援

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

協働推進課

協働推進課

□市民 □地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

自由で自発的な公益活動である市民活動の活発化を図ります。

特に公益的な活動を行う市民活動団体に対し、立ち上げ支援や、より専門的な社会課題の解決に向
けた活動を支援するため、交付要綱や選定方法を見直しながら運用していきます。

→
年次計画

協働推進課

□市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

③ 社会貢献活動に対する活動保険制度の運用

年次計画
H27

→

市民が安心して社会貢献活動に参加できるように支援します。

社会貢献活動の促進を図るため、社会貢献活動の中で不測の事故により、損害賠償や傷害等が発生
した場合これらを補償します。

－
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整理番号 Ⅰ - (2) - ⑤ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅰ - (2) - ⑥ 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅰ - (2) - ⑦ 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →
年次計画

H27

→

全ての地域で地域づくり計画が見直されたときを完了とします。

年次計画
H27

→

地域の課題を抽出し、地域で解決できることについては地域の中で誰が担うのか、また地域だけで
は解決できないことについてはどのように（他の主体と協働等により）解決していくのかなど、地域
づくり計画が効果的かつ具体的な計画となるよう、地域担当職員による支援やアドバイザーの派遣、
あるいは先進事例の紹介等により、地域づくり計画の見直しを支援します。

地域交流センター

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

地域課題等の解決のために、地域づくり協議会が地域の活動指針として定める「地域づくり計画」
の見直しを支援します。

⑦ 地域づくり計画の見直し支援

年次計画
H27

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 ■事業者 ■教育機関 ■行政

各地域に眠る資源を発掘・創造し、地域の活性化を図ります。

地域が抱える課題等に対して、多様性、専門性、機動性といった市民活動団体の特性を活かした協
働のあり方を探るため、地域活動と市民活動とのニーズ（獲得要求）とシーズ（提供要求）のマッチ
ングが行えるような仕組みづくりに取り組みます。

地域活動と市民活動を連携させる仕組みが機能するようになったときに完了とします。

協働推進課・地域交流センター

→

⑥ 地域資源の発掘・創造

□市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

地域活動と市民活動が相互に連携と補完の関係を形成することにより、協働によるまちづくりを推
進します。

協働推進課

⑤ 地域活動と市民活動の連携強化

行政と地域づくり協議会等が協働して、地域に眠っている資源を発掘・創造し、人、モノ、資金な
どがつながる取り組みを行います。

各地域で、地域資源が活用されるような状況になったときに完了とします。
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整理番号 Ⅰ - (2) - ⑧ 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

検討・実施 → → →

整理番号 Ⅰ - (2) - ⑨ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

検討 一部実施 → →

整理番号 Ⅰ - (2) - ⑩ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

全ての地域において、地域づくりのノウハウが蓄積され、自立した組織運営が行われる状況になっ
たときに完了とします。

年次計画
H27

→

地域づくり協議会からの要望により、運営等に関しノウハウの提供や必要なアドバイスを行う地域
づくりアドバイザーを派遣します。

協働推進課・財政課・関係課

■市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

各課から個別に交付している補助金等を、地域にとって使い勝手のよいものとなるよう見直しま
す。

⑨ 地域コミュニティ等への補助金・助成金・交付金の整理

地域の実情にあった活用ができるよう、各課から各種団体に交付している補助金・助成金・交付金
等を整理します。また、補助金等の制度の趣旨をふまえ、必要に応じて地域づくり交付金への統合に
取り組みます。

協働推進課・各地域交流センター

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

⑧ 地域づくり協議会の充実支援

公平・公正で透明性の高い地域ガバナンスの構築に向け、地域づくり協議会の組織づくり及び活動
の充実を図ります。

世代交代がスムーズに行われるような組織づくりの支援や、市民アンケートやワークショップなど
による意見集約方法、協議会内の意思決定に関するノウハウの提供など、地域づくり協議会の側面的
な支援に取り組みます。また、地域づくり協議会の位置づけの明確化や地域づくり協議会同士の協議
の場について検討します。

地域づくり協議会の運営が円滑に行われるようになったときに完了とします。

⑩ 地域づくりアドバイザーの派遣

地域づくり協議会の組織運営が円滑に行えるよう、専門家を派遣します。

年次計画
H27

→

年次計画
H27

実施

統合可能な制度の調整が全て終了したときに完了とします。

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

（仮称）地域活性化センター
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整理番号 Ⅰ - (2) - ⑪ 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅰ - (2) - ⑫ 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

推進施策 (3) 資金確保支援機能の充実

整理番号 Ⅰ - (3) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

⑫ やまぐち式地域自治区の検討

① 社会貢献活動に関する各種助成、補助金制度の情報提供

協働推進課・企画経営課・行革推進課

年次計画
H27

→

個性豊かで活力のある自立した地域社会づくりを推進していくため、市内２１地域の枠組みに、新
たな地域自治組織のあり方について検討します。

本市に相応しい地域自治の仕組みづくりとして、地域住民の意見等を反映させる方法や、組織形態
等、「やまぐち式地域自治区」の検討を進めます。

「やまぐち式地域自治区」について検討し、その方向性の結論が出たときを完了とします。

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

年次計画
H27

→

－

協働推進課

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

市民の自主的な社会貢献活動を促進するため、資金確保に関する情報提供を行います。

地域内で活動するまちづくりの主体に対する各種助成、補助金制度について、冊子（自治会活動の
手引き）の作成や、市や市民活動支援センター（さぽらんて）ホームページへの掲載などによって総
合的な情報提供に取り組みます。

保護者や地域住民が学校の様々な課題解決等を話し合う「コミュニティスクール」や、子どもと保
護者が地域活動に関わる取り組みを進めるなど、地域と学校の連携を図ります。

学校の課題が解決するとともに、地域活動の活性化が図られるような、学校と地域の連携が進む仕
組みづくりが構築されたときを完了とします。

学校教育課・協働推進課・地域交流センター

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 ■教育機関 □行政

⑪ 地域とともにある学校づくりの支援

子どもの成長と地域活動の活発化を同時に図ります。

年次計画
H27

→
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整理番号 Ⅰ - (3) - ② 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

検討・実施 → → →

推進施策 (4) 評価検証機能の充実

整理番号 Ⅰ - (4) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

推進施策 (5) 中間支援機能（相談・コーディネート機能）の充実

整理番号 Ⅰ - (5) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

検討 実施 → →

地域コミュニティや市民活動団体の活動の活発化のため、自主財源の確保を支援します。

協働推進課

■市民 □地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

→

地域の自主財源の確保に向けて、地域が抱える課題をビジネスの手法を用いて解決し、利益は再び
地域の課題解決に還元する取り組み（コミュニティ・ビジネス）について検討します。また、市民活
動を促進するため、市民や企業等から寄付を募り、市民活動団体に助成するための取り組みや、寄付
に対する税制優遇のある認定ＮＰＯ法人への移行支援など、資金確保の支援に取り組みます。

資金確保支援機能について検討し、その方向性の結論が出たときを完了とします。

協働の評価方法が確立され、協働が円滑に進むようになったときに完了とします。

H27

→

各まちづくりの主体や有識者等で構成された「山口市協働のまちづくり推進委員会」で協働による
まちづくりの進捗状況について検証、評価を行います。また市民の協働に対する理解や実践の進捗を
見極めながら、時代の変化に応じて条例の見直しや協働事業の評価など、成熟段階に応じた施策につ
いて検討します。

市民が市民活動に参加しやすい環境整備や、市民活動団体の設立や運営についての適切なアドバイ
ス、市民活動団体と行政の間をつなぐコーディネーター役など、市民活動支援センター（さぽらん
て）が担う市民活動の総合相談窓口機能の充実について検討します。

年次計画
H27

→

年次計画
H27

□市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

② 活動資金の確保支援

年次計画

市民活動支援センター（さぽらんて）の、中間支援機能（コーディネート機能）の充実を図りま
す。

① 市民活動支援センター（さぽらんて）の中間支援機能の充実

協働推進課・関係課

市民活動支援センター（さぽらんて）機能について検討し、その取り組みが実践されるようになっ
たときを完了とします。

協働推進課

市民と行政の協働によるまちづくりの推進に向け、評価を実施します。

① 協働によるまちづくりの検証・評価の実施

□市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 ■事業者 ■教育機関 ■行政
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整理番号 Ⅰ - (5) - ② 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

一部実施 → → 実施

推進施策 (6) 市政への参画の仕組みづくり

整理番号 Ⅰ - (6) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅰ - (6) - ② 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

■市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 ■行政

市内のまちづくりの主体の状況を的確に把握し、地域づくりを担う人材の育成や、地域づくりのノ
ウハウの蓄積による専門的な助言(アドバイス)を、中立的な立場で行う中間支援組織を設置します。

また、行政と地域活動・市民活動等をつなぎ、新しい地域課題・社会課題の解決に向けたコーディ
ネートにも取り組みます。

（仮称）地域活性化センターが設置され、まちづくりに対する中間支援機能が確立されたときに完了
とします。

協働推進課

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 ■事業者 ■教育機関 ■行政

様々なまちづくりの主体が担うまちづくり機能の充実について、多角的・専門的な観点から支援を
行います。

→

年次計画

年次計画
H27

→

市政への参画機会については、パブリック・コメントの実施や移動市長室の開催等による広聴機会
の充実、審議会等での公募枠の拡大など、市民が市政に参画する様々な取組みを実施していますが、
その更なる充実について検討します。

市民が市政に対し積極的に参画するようになったときに完了とします。

－

H27

① 審議会等の委員のデータベース化

市民の市政への参画を推進します。

② 市政への参画機会の推進

年次計画
H27

② （仮称）地域活性化センターの設置

協働推進課・広報広聴課・企画経営課

→

職員課・協働推進課

市が設置する審議会等の委員についての情報の一元化により、多くの市民の参画を図ります。

「審議会等の設置に関する指針」を職員に周知するとともに、各委員単位に委嘱状況をデータベー
ス化することにより一元管理を行い、全庁的に情報の共有化を図ります。データベースは毎年度更新
します。

□市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 ■行政
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推進方針 Ⅱ 情報の共有化により、活動の活性化を図ります

推進施策 (1) 協働によるまちづくりの考え方の発信機能の充実

整理番号 Ⅱ - (1) - ① 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅱ - (1) - ② 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

推進施策 (2) まちづくり情報の提供・発信機能の充実

整理番号 Ⅱ - (2) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

協働推進課

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 ■事業者 ■教育機関 □行政

① 協働に関する講演会や説明会の開催

協働によるまちづくりの考え方（Ｐ８参照）を市民に発信し、理解度の向上を図ります。

協働によるまちづくりをテーマとした講演会や説明会を開催します。

協働によるまちづくりについての理解度の向上が、充分に図られたときを完了とします。

年次計画
H27

→

② 様々な協働ＰＲ手法の活用

協働推進課

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 ■事業者 ■教育機関 □行政

協働によるまちづくりの考え方（Ｐ８参照）を市民に発信し、理解度の向上を図ります。

パンフレットや説明用データ（プレゼンテーション用データ）、マスコットキャラクター等を作成
し、説明会や研修会など様々な機会で活用することにより、「協働によるまちづくり」の考え方につ
いて分かりやすく説明します。

協働によるまちづくりについての理解度の向上が、充分に図られたときを完了とします。

年次計画
H27

→

協働推進課・（仮称）地域活性化センター

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

① 自治会活動に関する情報提供

円滑な自治会運営を支援するため、自治会活動に関する情報の提供を行います。

自治会に関係する必要な情報をまとめた手引きを毎年度更新しながら、参考資料として自治会長に
配布するとともに、その内容について説明会を開催します。

自治会業務が円滑に進み、自治会活動がより活発化したときを完了とします。

年次計画
H27

→
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整理番号 Ⅱ - (2) - ② 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅱ - (2) - ③ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅱ - (2) - ④ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

② 活動事例集、協働事例集の作成

協働推進課

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 ■事業者 ■教育機関 ■行政

各団体の活動の活発化のため、協働の先進事例を紹介します。

市民と行政の協働事業や地域づくり協議会が行った地域活動などを事例集としてまとめ、市公式
ウェブサイトなどに公開します。

先進事例を参考に、協働が推進されるようになったときに完了とします。

年次計画
H27

→

協働推進課・地域交流センター・（仮称）地域活性化センター

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 ■事業者 ■教育機関 ■行政

③ 活動報告会、協働事業報告会の開催

協働の活動事例や先進事例を紹介し、情報共有することにより協働によるまちづくりを推進しま
す。

協働に関する情報の共有化を図るとともに、先進事例を参考として各地域などの取り組みに活かす
ため、様々な主体による活動事例を発表する機会をつくります。

各地域で協働事例が共有され、実践されるようになったときを完了とします。

年次計画
H27

→

④ 地域コミュニティ情報の発信支援

協働推進課・（仮称）地域活性化センター

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

地域内における地域づくり協議会の認知度向上や、地域づくり活動に関する情報の共有を図りま
す。

地域づくり協議会の広報部問の充実として、地域広報誌やホームページ、回覧など手段の充実とと
もに、地域づくり協議会の概要や存在意義、予算編成・活動状況・決算状況等、掲載内容を充実させ
ていくための支援を行います。

全ての地域で、地域情報の発信が充実したときを完了とします。

年次計画
H27

→
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推進施策 (3) 行政情報の提供・発信機能の充実

整理番号 Ⅱ - (3) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅱ - (3) - ② 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅱ - (3) - ③ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

市政の情報について、市民が気軽に学習できる機会を提供します。

→

③ お気軽講座の充実

生涯学習・スポーツ振興課・関係課

■市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

即時性、双方向性、検索性など、市公式ウェブサイトの特性を活かした情報提供により、市政につ
いての周知を図ります。

年次計画

年次計画

② 市公式ウェブサイトの充実・活用

市報により、市民により分かりやすく情報を提供し、市政についての周知を図ります。

① 市報の充実・活用

■市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

■市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

多くの市民がお気軽講座を活用し、必要な情報の内容を容易に理解できるようになったときに完了
とします。

施政方針や定例記者会見の内容をはじめ、よくある質問とその回答を掲載するなど、ページ情報を
充実させ、便利で使いやすい市公式ウェブサイトの運営を図るとともに、より多くの市民が市公式
ウェブサイトを閲覧するような取り組みを推進します。

ホームページの特性を活かした情報提供を行い、多くの市民が市政情報を取得するようになったと
きに完了とします。

H27

広報広聴課・関係課

職員が市民の知りたい情報を分かりやすく説明するとともに、質疑や意見交換等を行うお気軽講座
について、市民に親しみやすいメニューへの再編など、より多くの市民が利用するような取り組みを
推進します。

市民や有識者の意見を聞く機会を設けるなど、市民の声を積極的に市報の編集に取り入れるととも
に、適宜市報の紙面構成を見直し、分かりやすい市報づくりに取り組みます。

また、市報を読む市民との双方向性を高める手法について検討します。

市民に分かりやすく市政情報の提供が行えるようになったときに完了とします。

H27

→

広報広聴課・関係課

年次計画
H27

→
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推進施策 (4) 調査・研究機能の充実

整理番号 Ⅱ - (4) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅱ - (4) - ② 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

検討 実施 検討 実施

推進施策 (5) ネットワーク支援機能の充実

整理番号 Ⅱ - (5) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

協働推進課・社会教育課

→

① 市民のまちづくりに対する意識調査の実施

企画経営課・関係課

■市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

今後のまちづくりの施策の方向性を明らかにします。

無作為抽出された市民を対象に、地域活動や市民活動への参加状況や、地域住民間における地域課
題の共有状況、市政への参画意識などについてアンケート調査を実施します。

－

年次計画
H27

① 人材や団体情報の集約、データベース化

まちづくりに関する人材について広く周知します。

市民活動支援センター（さぽらんて）に登録した市民活動団体をデータベース化し、ホームページ
上で紹介します。また、市内で、学習活動、スポーツ活動など様々な活動に対して、協力・指導して
いただける方（個人・団体）を登録する仕組み（人材バンク）を拡充していきます。

－

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 ■事業者 ■教育機関 □行政

年次計画
H27

→

協働推進課

② 市民活動団体の実態調査の実施

□市民 □地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

市民活動団体の実態を調査し、今後の市民活動支援の方向性と施策を検討します。

市民活動団体の活動内容、規模、資金、抱える課題や協働の意識など、市民活動支援センター（さ
ぽらんて）による実態調査を３年に１回実施します。調査内容については市民活動支援センターと協
働推進課で協議して決定します。

－

年次計画
H27
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整理番号 Ⅱ - (5) - ② 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅱ - (5) - ③ 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

地域づくり協議会が他の地域の地域づくり協議会と積極的に交流し、活動内容に加え、組織形態や
意思決定の仕組み、今後の方向性等、その状況を詳しく知ることにより、自らの地域を改めて見つめ
直す取り組みを進めます。

地域づくり協議会同士の積極的な交流が定着したときを完了とします。

年次計画
H27

→

協働推進課・（仮称）地域活性化センター

③ 地域間交流の促進

□市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

各地域づくり協議会が自らの地域の特性や課題を見つめ直します。

② 協働ラウンドテーブル（情報交換・交流・協議の場）の開催

協働推進課・関係課

□市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 ■事業者 ■教育機関 ■行政

様々な主体の情報交換や交流を図ることにより、協働を促進します。

地域課題を協働によって解決する仕組みとして、様々なまちづくりの主体（地域コミュニティ、市
民活動団体、行政等）が、情報交換や交流、協議できる場をつくります。

ラウンドテーブルが機能し、課題解決や協働によるまちづくりの主体同士での情報共有や交流が図
られるようになったときを完了とします。

年次計画
H27

→
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推進方針 Ⅲ 人づくりを通じて、協働の意識醸成を図ります

推進施策 (1) 人材発掘機能の充実

整理番号 Ⅲ - (1) - ① 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

推進施策 (2) 人材育成・支援機能の充実

整理番号 Ⅲ - (2) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅲ - (2) - ② 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

地域交流センター・（仮称）地域活性化センター・協働推進課

■市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

① 地域の人材バンクの設置支援

地域づくりの継続的な活発化のため、地域の人材を発掘します。

地域づくり協議会が実施する人材バンク（広報誌やホームページ等による広報や、イベント開催時
における募集、地域づくりに興味がある市民を対象としたセミナーの開催等により人材を募り、地域
住民の活動参加の機会創出や居場所づくりを図る仕組み）の構築を支援します。

地域の中で、人材を発掘する仕組みづくりが行われたときを完了とします。

年次計画
H27

→

（仮称）地域活性化センター

■市民 ■地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

地域づくりの継続的な活発化のため、地域づくりのリーダーとなる人材を育成します。

地域づくりに積極的に関わっている方に対して、講演会や研修会、また地域づくり活動の実践を通
じてのノウハウの習得（ＯＪＴ：現場における育成）等により、地域づくりの核となる人材の育成に
取り組みます。

① 地域づくりリーダーの育成

地域のリーダーが継続的に育ち、自主的・自立的な活動が定着したときを完了とします。

年次計画
H27

→

（仮称）地域活性化センター

■市民 ■地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

経験則を踏まえた、専門的な視点から地域づくりを支援します。

地域の人材育成を支援するとともに、地域課題に対しアドバイスや提案を行う、地域づくりの経験
豊富な専門員を設置します。また、将来的には地域交流センターで定期的に活動する生涯学習団体や
社会教育団体が、培ったノウハウを市民に還元する地域貢献活動の実施等により、新しい公共領域を
支える団体となるよう支援していきます。

② 地域づくり支援専門員による支援

地域の中で、人づくりが充分に行われるようになったときを完了とします。

年次計画
H27

→
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整理番号 Ⅲ - (2) - ③ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

検討 実施 → →

協働推進課

□市民 □地域コミュニティ ■市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

市民活動の活発化のため、市民活動を行う人材を育成します。

市民活動支援センター（さぽらんて）が、市民活動団体の活発化を図るため、活動のレベルアップ
の他、組織の基盤強化に対する支援などについて実施し、新しい公共領域を支える人材や団体の育成
ができるように、人材育成機能の充実に取り組みます。

③ 市民活動支援センター（さぽらんて）の人材育成機能の充実

市民活動支援センター（さぽらんて）の機能が充実したときに完了とします。

年次計画
H27

→
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推進方針 Ⅳ 協働推進体制を整備するとともに、市職員の意識改革を行います

整理番号 Ⅳ - (1) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅳ - (1) - ② 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅳ - (1) - ③ 種 別 新規 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

① 全庁的な協働推進体制の強化（会議体の活用）

推進施策 (1) 庁内の協働推進体制の整備

協働推進課

□市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 ■行政

情報伝達や情報共有、事業調整により、市の協働推進体制を整備します。

経営会議や政策管理室長会議などの全庁的な会議体の活用や、協働推進員や地域交流センター職員
による会議の開催により、情報の共有化や、取組事例の発表などの周知活動を行い、市役所全体で連
携・協力する体制を強化していきます。

協働推進課・全所属

□市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 ■行政

各分野で協働が進むようになったときを完了とします。

年次計画
H27

→

② 協働推進員の配置

□市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 ■行政

市民ニーズへの適切な対応や利便性の向上、住民自治の強化等を図ります。

各所属に協働推進員を配置し、所属内の職員に協働や協働推進プランの内容を周知・推進します。
また、協働推進員は、予算編成時に様々なまちづくりの主体との協働事業を検討するとともに、実

施にあたっては各所属での窓口となります。

各所属で協働が進むようになったときを完了とします。

③ 地域内分権に向けた事務・権限の移譲

行革推進課・職員課・協働推進課・各課

→

本庁で実施している事務・権限について、本庁事務と住民に身近な地域交流センター等で実施した
方が望ましい事務との仕分けに取り組みます。また業務量や権限に係る執行体制を整備しながら、可
能なものから地域交流センター等へ段階的に移譲を進めます。

住民に身近な地域で実施することが望ましい事務と、その権限を明らかにし、地域交流センター等
へ移譲したときを完了とします。

年次計画
H27

年次計画
H27

→

各所属に協働意識を向上させ、協働を推進する体制をつくります。
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推進施策 (2) 市職員の協働意識の向上

整理番号 Ⅳ - (2) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅳ - (2) - ② 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

整理番号 Ⅳ - (2) - ③ 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →

② お気軽講座の充実 【再掲】

① 階層別・体系的な職員研修の実施

職員課・協働推進課

□市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 ■行政

協働の研修を通じ、協働の趣旨や必要性等を職員に周知します。

各階層ごとに協働の実践に必要なスキル（技能、技術）を検討し、研修計画を作成します。この計
画に基づき、階層別・体系別の協働に関する職員研修会や講演会等を開催することにより、市職員の
協働に関する意識の醸成・統一を図ります。

協働の考え方が市役所全体で共有され、協働が円滑に進むようになったときを完了とします。

職員が市民の知りたい情報を分かりやすく説明するとともに、質疑や意見交換等を行うお気軽講座
について、市民に親しみやすいメニューへの再編など、より多くの市民が利用するような取り組みを
推進します。

多くの市民がお気軽講座を活用し、必要な情報の内容を容易に理解できるようになったときに完了
とします。

年次計画
H27

→

生涯学習・スポーツ振興課・関係課

■市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 □行政

市政の情報について、市民が気軽に学習できる機会を提供します。

③ 協働推進員の配置 【再掲】

年次計画

H27

→

協働推進課・全所属

年次計画

□市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 ■行政

各所属に協働意識を向上させ、協働を推進する体制をつくります。

各所属に協働推進員を配置し、所属内の職員に協働や協働推進プランの内容を周知・推進します。
また、協働推進員は、予算編成時に様々なまちづくりの主体との協働事業を検討するとともに、実

施にあたっては各所属での窓口となります。

各所属で協働が進むようになったときを完了とします。

H27

→
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推進施策 (3) 市職員のまちづくりへの参加促進

整理番号 Ⅳ - (3) - ① 種 別 継続 担当課

推進項目

対象主体

目 的

推進内容

完了の目安

Ｈ25 H26 H28 H29

実施 → → →
年次計画

市職員も一市民としてまちづくりへの参加を促進します。

庁内の広報活動や、地域交流センターによる声かけにより「地域活動応援隊」登録者数の増加を図
ります。

また、職員が培ったノウハウや、特技を地域に還元するような取り組みを実施します。

→

H27

地域社会の一員として職員が積極的にまちづくりに参加したときを完了とします。

協働推進課・地域交流センター・職員課

① 地域活動に対する職員参加の促進

□市民 □地域コミュニティ □市民活動団体 □事業者 □教育機関 ■行政
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別表

山口市協働推進プラン

実行計画実施状況一覧
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Ⅰ 参加しやすく、活動しやすい環境づくりを進めます

(1) 活動（交流）拠点機能の充実

1 地域交流センターの設置 ◎ 完了

2 市民活動の拠点機能の充実・強化 △ 継続

(2) 活動の活性化、自主・自立のための活動支援

3 自治会等自治振興交付金の創設・活用 ○ 継続

4 地域づくり運営支援交付金の創設・活用 ◎ 完了

5 地域づくり活動支援交付金の創設・活用 ◎ 完了

6 コミュニティ活動保険の創設・活用 ○ 継続

7 市民活動交流事業補助金の見直し ○ 継続

8 地域づくり計画の作成支援 ◎ 完了

9 地域コミュニティ等への補助金・助成金・交付金の見直し ○ 継続

10 地域づくりアドバイザー（助言者）の派遣 ○ 継続

(3) 資金確保支援機能の充実

11 各種助成、補助金制度の情報提供 ○ 継続

12 社会貢献活動に関する情報の収集、提供 ○ 継続

13 活動資金の確保・支援機能の研究 △ 継続

(4) 中間支援機能（相談・コーディネート機能）の充実

14 市民活動支援センター機能の検討 ○ 継続

15 地域交流センター機能の充実 ◎ 完了

16 行政の協働相談窓口の設置 ◎ 完了

Ⅱ 情報の共有化により、活動の活性化を図ります

(1) 調査・研究機能の充実

17 市民活動団体の実態調査の実施 ○ 継続

18 市民活動の意識調査の実施 ○ 継続

市民活動支援センターでは、市民活動団体の設立や
運営に関するアドバイス、活動のサポート、市民活動
団体同士や他団体との交流会等を実施しているが、更
なる機能充実に向けて引き続き検討していく。

推 進 項 目NO

地域づくりアドバイザー制度については創設が完了し
ており、アドバイザーの充実や制度の活用について引
き続き取り組んでいく必要がある。

今後の
取扱い

運営支援、活動支援を合わせた「地域づくり交付金」制
度として創設は完了したが、制度の充実については継
続して取り組んでいく必要があり、新たな項目「地域づ
くり交付金の充実」に包含する。

全ての地域で地域づくり計画が策定された。

市民活動団体の実態調査は引き続き実施していく。

まちづくりアンケートを毎年度実施しており、引き続き
実施していく。

山口市協働推進プラン実行計画実施状況一覧

実施状況：◎実施済 ○継続推進 △一部実施 ×検討中

市中堅職員を地域担当者として各地域交流センターに
配置し、地域づくり計画策定支援や行政との調整役
等、地域づくりの中間支援を実施している。

市協働推進課において、地域コミュニティや市民活動
団体等と行政の協働に関する相談や、コーディネート
を実施している。

様々なまちづくりの主体に対する市の各種助成、補助
金制度の総合的な情報提供について、引き続き実施し
ていく。

市民活動支援センターにおいて、市民活動団体等に対
する各種助成制度などの情報を収集し、ホームページ
等での情報提供しており、今後も実施していく必要があ
る。「各種助成、補助金制度の情報提供」と統合し、「社
会貢献活動に関する各種助成、補助金制度の情報提
供」とする。

市民活動を促進するため、市民や企業等から寄付を
募り、市民活動団体に助成するための基金の創設など
資金確保支援機能について研究していく必要がある。

検証内容

推
進
方
針

推
進
施
策

実施
状況

全ての地区に地域交流センターが設置された。

市民活動の拠点については、様々な施設の活用等、
引き続き検討していく必要がある。

自治会を支援するための制度の創設は完了したが、
活用については継続して取り組んでいく必要がある。

「市民活動促進事業交付金」として見直し、実施してい
る、今後もより効果的な制度となるよう引き続き見直し
ながら実施していく。

各課から各種団体に交付している補助金・助成金・交
付金等について、可能なものから地域づくり交付金に
統合しており、引き続き取り組んでいく。

コミュニティ活動団体が安心して活動できるよう、市が
保険会社と契約し、賠償責任保険と傷害保険で対応し
ている。今後も制度を見直しながら引き続き実施してい
く必要がある。
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(2) 行政のまちづくり情報の提供・発信機能の充実

19 市報の充実・活用 ○ 継続

20 ホームページの充実・活用 ○ 継続

21 お気軽講座の充実 ○ 継続

22 協働リポーター（協働事例の取材）の設置 × 廃止

23 協働によるまちづくりの副読本作成 × 廃止

24 協働ＰＲ用リーフレットの作成 ◎ 完了

(3) 市民のまちづくり情報の提供・発信機能の充実

25 自治会活動の手引きの見直し ○ 継続

26 市民活動ガイドブックの見直し × 廃止

27 活動事例集、協働事例集の作成 ○ 継続

28 活動報告会、協働事業報告会の開催 ○ 継続

29 地域コミュニティの情報発信の支援 ○ 継続

(4) ネットワーク支援機能の充実

30 人材や団体情報の集約、データベース化 ○ 継続

31
協働ラウンドテーブル（情報交換・交流・協議の場）
の開催

○ 継続

Ⅲ 人づくりを通じて、協働の意識醸成を図ります

(1) 人材発掘・人材育成機能の充実

32 地域づくりリーダーの育成（講演会、研修会の開催） ○ 継続

33 コーディネーターの養成（講習会、講座の開催） ○ 継続

(2) 人材支援機能の充実

34 市民活動支援センターの機能充実 ○ 継続

30 人材や団体情報の集約、データベース化【再掲】 -

35 人材派遣・紹介のコーディネート ○ 継続

市民の市政情報の取得方法は圧倒的に市報が多いた
め、市民ニーズを十分に把握し、内容を充実した上で、
分かりやすい市報づくりを行っていく必要がある。

各種会議や研修会において、事例発表の機会を設け
ており、今後拡充を図っていく。

地域担当者により、地域づくり協議会の広報誌やホー
ムページづくりを支援しており、引き続き情報発信を支
援していく。

市民が必要な市政情報を取得できるよう、情報量を多
くするとともに、市民の視点に立った市公式ウェブサイ
トの構築に取り組む必要がある。

引き続き広く周知を行い、市政運営等について知って
いただく必要がある。

協働事例の取材については、地域づくり協議会からの
情報収集に変更。活動事例集の作成を中心に取り組
んでいく。

ペーパー化すると内容の更新が困難であることから、
廃止とする。

協働のまちづくり条例のパンフレットや協働のまちづく
りの説明（プレゼンテーション）用データを作成し、説明
会、研修会等で活用している。

毎年度更新し、自治会に配布しており、継続実施して
いく。

市民活動の社会的認知や参加の促進といった市民等
への普及・啓発については、市民活動支援センターの
ホームページにより随時更新する形式で実施していく。

平成２２年度より地域づくり協議会の活動事例集を作
成しており、継続実施していく。

市民活動支援センターの団体登録や、市民が知識や
技能を活かす登録制度「やまぐち路傍塾」（山口市教
育支援ネットワーク）が実施されており、さらなる充実に
取り組んでいく必要がある。

地域づくり協議会同士や、市民活動団体、行政との交
流会を実施している。今後も様々なまちづくりの主体が
交流、協議する機会の確保に取り組んでいく必要があ
る。

アドバイザーの派遣等を実施しており、さらに充実させ
ていく必要がある。「市民活動支援センターの機能充
実」と統合して取り組んでいく。

自治会連合会や地域づくり協議会を対象とした研修会
を実施しており、内容の充実に取り組んでいく。

現在は地域担当職員が地域と他の主体とのコーディ
ネーター役を担っている。今後は（仮称）地域活性化セ
ンターが様々なまちづくりの主体の協働をコーディネー
トしていくため、新たな項目「（仮称）地域活性化セン
ターの設置」に包含する。

活動や組織運営に関する支援を充実させ、新しい公共
を支える人材、団体を育成していく必要がある。

-

山口市協働推進プラン実行計画実施状況一覧

実施状況：◎実施済 ○継続推進 △一部実施 ×検討中

推
進
方
針

推
進
施
策

NO 推 進 項 目
実施
状況

今後の
取扱い

検証内容
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Ⅳ 市政への参画と協働の実践を進めます

(1) 市政への参画の仕組みづくり

36 審議会等の委員のデータベース化 ○ 継続

37 パブリック・コメント（意見募集）実施指針の周知 ◎ 完了

38 市政への参画機会の推進 ○ 継続

(2) 協働事業の推進

7 市民活動交流事業補助金の見直し 【再掲】 -

39 提案型協働事業の検討、実施 ○ 継続

31 協働ラウンドテーブル（情報交換・交流・協議の場）の開催 【再掲】 -

(3) 評価検証機能の充実

40 評価方法、仕組みづくりの検討 ○ 継続

41 市協働のまちづくり推進委員会による評価の実施 ○ 継続

Ⅴ 協働推進体制を整備するとともに、市職員の意識改革を行います

(1) 庁内の協働推進体制の整備

42 全庁的な協働の推進（会議体の活用） ○ 継続

16 行政の協働相談窓口の設置 -

43 協働推進員の配置 ○ 継続

44 協働推進会議の開催 ○ 継続

(2) 市職員の協働意識の向上

45 階層別・体系的な職員研修の実施 ○ 継続

21 お気軽講座の充実 【再掲】 -

46 職員ハンドブック（手引き）の作成 × 廃止

(3) 市職員のまちづくりへの参加促進

47 地域活動や市民活動に対する職員参加の促進 ○ 継続

-

パブリック・コメント制度の周知は図られたことから完了
とする。

市政への参画機会については、パブリック・コメントや
審議会等での公募枠、移動市長室等、様々な取組み
を実施しているが、その充実と活性化について引き続
き検討していく必要がある。

各所属に協働推進員を設置済。各課で協働が進むよ
う継続実施していく。

-

地域コミュニティと市民活動団体による提案型協働モ
デル事業を創設。「地域活動と市民活動の連携強化」
として継続実施する。

-

市の事業については事務事業評価を実施している。ま
た地域づくり交付金について制度の評価を実施。その
他の事業の評価については協働のまちづくり推進委員
会と連携して引き続き検討していく必要がある。

推進委員会により、各事業の評価、提言や協働推進プ
ランの進捗状況についての検証が実施されており、今
後も引き続き実施していく必要がある。「評価方法、仕
組みづくりの検討」と統合し「協働によるまちづくりの検
証・評価の実施」とする。

全庁的な会議は活用されているが、協働の考え方の
浸透に向けて引き続き取り組んでいく必要がある。

市職員が地域の一員として地域づくり活動に参加する
「地域活動応援隊」制度を創設。登録職員の増加や取
り組みの充実について引き続き取り組んでいく必要が
ある。

市各所属が所管する審議会等について、委嘱状況を
データベース化し、全庁的に共有を図っており、継続実
施していく。

山口市協働推進プラン実行計画実施状況一覧

実施状況：◎実施済 ○継続推進 △一部実施 ×検討中

推
進
方
針

協働推進委員の研修会や地域担当者の情報交換会
議を開催している。「全庁的な協働の推進（会議体の活
用）」と統合し、「全庁的な協働推進体制の強化（会議
体の活用）」とする。

協働推進員と新規採用職員を対象とした研修を実施し
ている。継続実施し、内容の充実とともに対象について
も検討していく必要がある。

-

協働推進プラン改訂版の周知により、協働意識の向上
を図っていく。

今後の
取扱い

検証内容

推
進
施
策

NO 推 進 項 目
実施
状況
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